
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

保育士・保育所支援センター事業費 217,052 △ 62,320 154,732

保育士の離職防止を図り、保育人材確保を行うことを目的としているため、補助金対象の民間保育施設に対し、次年度の申請見込み額の調査を実施し、施設が回答し
た申請見込み額を当初予算に反映した。
今年度の申請状況を踏まえ、執行見込みを算出した結果、当初予算を下回るため減額補正。

〇保育補助者雇上強化事業費補助金【対象56施設】
　・保育補助者がいる施設　１施設につき2,309千円又は4,618千円を上限に補助
　（執行見込額）96,152千円-（予算額）138,540千円＝（補正額）△42,388千円

〇保育体制強化事業費補助金【対象28施設】
　・保育支援者がいる施設　１施設につき1,200千円（１ヵ月10万円）を上限に補助
　（執行見込額）24,714千円-（予算額）33,600千円＝（補正額）△8,886千円

〇保育士宿舎借り上げ事業費補助金【対象28施設　75人】
　・採用から５年以内の常勤保育士の宿舎　一戸当たり月額53,000円を上限に3/4を補助
　（執行見込額）24,729千円-（予算額）35,775千円＝（補正額）△11,046千円

保育課管理事務費 8,347 1,040 9,387 国庫補助金の確定による返還金

認可外保育施設支援事業費 21,204 375 21,579

パーテーション・簡易扉・簡易更衣室等の設置によるこどものプライバシー保護や保護者からの確認依頼等に応えるためのカメラによる支援（保育の実践記録等）の
記録などを通じ、設備における性被害防止対策を支援するための増額補正。
〇保育所等性被害防止対策支援事業費補助金【対象５施設】
　・100,000円×3/4（国1/2、市1/4、事業者1/4）×５施設＝（補正額）375千円

保育所等幼児教育・保育無償化事業
費

220,999 △ 49,980 171,019

・国の幼児教育・保育の無償化制度における「認可外保育施設等」を利用する児童の保護者に対する施設等利用給付費について、給付実績から今年度所要額見込みを
算出した結果、当初予算を下回るため減額補正。

（執行見込額）161,319千円-（予算額）211,319千円＝（補正額）△50,000千円

・国庫補助金の確定による返還金

（補正額）20千円

私立幼稚園運営費補助事業費 98,654 △ 7,800 90,854
５月１日現在の園児数等により補助金交付額が決定した結果、当初予算を下回るため減額補正。

（執行見込額）90,854千円-（予算額）98,654千円＝（補正額）△7,800千円

幼稚園施設型・地域型保育給付費 921,575 △ 129,702 791,873
今年度の実績をもとに、所要額見込みを算出した結果、当初予算より入所児童が減ったこと及び当初予定した加算要件を満たさない施設があったため。

（執行見込額）787,639千円-（予算額）917,341千円＝（補正額）△129,702千円

幼稚園幼児教育・保育無償化事業費 1,360,488 △ 95,739 1,264,749

・国の幼児教育・保育の無償化制度における「幼稚園」を利用する児童の保護者に対する施設等利用給付費について、給付実績から今年度所要額見込みを算出した結
果、当初予算を下回るため減額補正。

（執行見込額）1,144,877千円-（予算額）1,244,877千円＝（補正額）△100,000千円

・国庫補助金の確定による返還金

（補正額）4,261千円

2
◎認可外保育施設費

△49,605千円
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3
◎私立幼稚園費

△233,241千円

説　　明　　欄

1
◎児童福祉総務費
　
△61,280千円

令和６年３月定例会
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